(様式第１号)
受付番号


令和　　年　　月　　日

大阪市長　様


（申請者）
所在地：
法人名：
代表者氏名：


　大阪市障がい児等療育支援事業の受託について、別紙の書類を添付して応募します。


	担当者氏名及び連絡先
	担当部署名


	
	担当者氏名


	
	電話番号


	
	Fax番号


	
	E-Mail


	
	ホームページアドレス






 (様式第2号)
令和　　年　　月　　日

大阪市長　様

（申請者）
所在地：
法人名：
代表者氏名：


申立書

当法人は、次に掲げる事項について満たしていることを申し立てます。

ア　法人格を有していること。

イ　令和７年度までに本市と障がい児等療育支援事業委託契約の実績があること、または大阪市内に事業所等を置き、社会福祉事業を行っている法人が運営している事業所で、所管の法律に基づく次のア・イのいずれかの事業所指定を、契約日現在本市から受けている事業所であること。
　ア）特定相談支援事業及び障がい児相談支援事業
（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律・児童福祉法）
　イ）児童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業（児童福祉法）

ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないものであること。

エ　次に掲げるものを滞納していないこと。
　ア）法人税
　イ）消費税及び地方消費税
　ウ）地方税

オ　大阪市暴力団排除条例（平成23年大阪市条例第10号）第２条第１号に規定す
る暴力団、同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団密接
関係者若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制
の下にある団体に該当していないこと。

カ　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第11項の規定により、本市又は他の地方公共団体から指名を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない法人等でないこと。

（様式第３号）
障がい児等療育支援事業計画書

	1. 実施施設名
	

	2. 所在地
	

	3. 連絡先

	ＴＥＬ：
ＦＡＸ：
Ｅmail：

	４. 実施時間
※療育の実施可能な時間
	日曜日
	時から　　　　　　　　時まで

	
	月曜日
	時から　　　　　　　　時まで

	
	火曜日
	時から　　　　　　　　時まで

	
	水曜日
	時から　　　　　　　　時まで

	
	木曜日
	時から　　　　　　　　時まで

	
	金曜日
	時から　　　　　　　　時まで

	
	土曜日
	時から　　　　　　　　時まで

	５. 療育の実施体制
	１日あたりの受入可能数
	人 

	
	１日あたりの従事予定職員数
	人 

	
	うち有資格者数（※）	
	人 

	
	※具体的な資格名（社会福祉士、保育士等）



	6. 事業の目標
（訪問療育、外来療育、
施設職員指導）
※本事業の趣旨を踏まえた療育相談・指導を行うにあたっての基本的な考え方や実施方法など、ご自由に記載してください。
	


















（様式第４号）
障がい児等療育支援事業参加資格及び事業実績確認票


１　本市から指定を受けている特定相談支援事業、障がい児相談支援事業、児童発達支援事業、放課後等デイサービス事業の事業所指定番号
　
	実施事業
	事業所指定番号

	特定相談支援
	

	障がい児相談支援
	

	児童発達支援
	

	放課後等デイサービス
	




２　障がい児等療育支援事業実績
　※現在またはこれまで障がい児等療育支援事業業務を受託している法人は記入すること。
　単位：件
	
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度※

	訪問療育
	
	
	

	外来療育
	
	
	

	外来療育
（医療的ケアを伴う外来）
	
	
	

	施設職員指導
	
	
	


※ 令和７年度については、令和８年１月末現在の件数を報告すること。


３　本市から指定を受けている特定相談支援事業、障がい児相談支援事業、児童発達支援事業、放課後等デイサービス事業に関する事業実績
　※現在またはこれまで障がい児等療育支援事業業務を受託していない法人は記入すること。
単位：のべ支援人数
	実施事業
	事業開始年月
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度※

	特定相談支援
	
	
	
	

	障がい児相談支援
	
	
	
	

	児童発達支援
	
	
	
	

	放課後等デイサービス
	
	
	
	


※ 令和７年度については、令和８年１月末現在の件数を報告すること。

